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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第43期

第２四半期連結
累計期間 

第44期
第２四半期連結

累計期間 

第43期
第２四半期連結

会計期間 

第44期 
第２四半期連結 

会計期間 
第43期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  2,814,982  3,165,892  1,437,114  1,695,499  5,761,719

経常利益（千円）  55,812  154,703  30,136  104,488  108,510

四半期（当期）純利益（千円）  29,127  86,197  14,912  59,147  41,006

純資産額（千円） － －  2,341,580  2,391,365  2,353,459

総資産額（千円） － －  6,435,137  6,671,780  6,650,813

１株当たり純資産額（円） － －  484.87  495.18  487.33

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 6.03  17.84  3.08  12.24  8.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  36.4  35.8  35.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △257,713  370,693 － －  △127,922

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △93,332  4,295 － －  △101,203

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △9,518  △159,368 － －  90,232

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  447,363  884,654  669,034

従業員数（人） － －  147  146  145
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

(注) １．従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者を含む）であります。 

２．従業員欄の（外書）は、臨時雇用者数（パートタイマー、再雇用者）の当第２四半期連結会計期間の

平均雇用人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

(注) １．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）であります。 

２．従業員欄の（外書）は、臨時雇用者数（パートタイマー、再雇用者）の当第２四半期会計期間の平均

雇用人員であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 146  (13)

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 10  (1)
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事業の種類別セグメントの仕入及び販売の状況につきましては、当社グループは主として自動車販売関連事業を営

んでおり、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める同事業の割合がいずれも90％を超えて

いるため、その記載を省略しております。 

  
(1) 仕入実績 

 当第２四半期連結会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．部門間の取引については相殺消去しております。 

  

(2) 販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．部門間の取引については相殺消去しております。 

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

事業の部門の名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

前年同四半期比（％）

新車販売部門（千円）  961,344  122.1

中古車販売部門（千円）  80,402  86.6

サービス部門（千円）  118,775  102.0

その他の部門（千円）  －  －

合計（千円）  1,160,522  116.4

事業の部門の名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

前年同四半期比（％）

新車販売部門（千円）  1,105,923  129.3

中古車販売部門（千円）  139,414  84.5

サービス部門（千円）  334,516  103.1

その他の部門（千円）  115,645  125.3

合計（千円）  1,695,499  118.0

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成21年11月13日）現在において当社グループ（当社

及び連結子会社）が判断したものであります。 

  

(1）業績の状況  

当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日～平成21年９月30日）におけるわが国の経済状況は、昨年来から

の金融不安に端を発する景気後退の流れから、輸出が一部地域で増加し生産面では持ち直しの動きがあるものの、

雇用情勢は悪化傾向が続いているなど依然として厳しい状況にあります。 

このような環境のなか、自動車販売業界についてみてみますと、車両耐久性の向上などによる保有年数の長期

化、人件費抑制の影響による賃金の伸びの低迷などに起因する購入マインドの冷え込みは続いておりますが、景気

減速に対する経済対策として相次いで打ち出されました平成21年度税制改正（エコカー減税）及び環境対応車普及

促進策（新車購入補助金）の効果が当第２四半期において発生しはじめたことにより、対前年比マイナスを続けて

おりました販売台数もこの９月にようやく前年並みの水準まで回復いたしました。平成21年度第２四半期の国内新

車販売台数は1,217,328台（登録車（普通自動車）・届出車（軽自動車）の合計。前年同四半期は1,241,501台。前

年同四半期比2.0％減）となりました。前年同四半期比では減少となりましたが、減少幅は大幅に縮小しておりま

す。 

車種別で見てみますと、エコカー減税及び新車購入補助金の恩恵が最も大きいハイブリッド車（インサイト、プ

リウス等）の人気が非常に高くなっております。また、前述の恩恵を受ける車種が多いコンパクトカー（フィッ

ト、ヴィッツ等）、低燃費で車両維持コストが安い軽自動車（ワゴンＲ、ムーブ等）も引き続き販売の上位を占め

ております。 

当社グループ（当社及び連結子会社）は自動車販売関連事業並びに生命保険・損害保険代理店業関連事業を営ん

でおりますが、自動車販売関連事業が当社グループ全体の売上・利益の９割以上を占めていることから、自動車販

売関連事業の当第２四半期連結会計期間の営業の状況を部門別にみてみますと、 

新車販売部門につきましては、他社との競合及びホンダ販売会社間での競合は引き続き厳しい状況ではあります

が、ホンダ車は前述のエコカー減税及び新車購入補助金の対象車が他社に比べて比較的多く、その効果が発生しは

じめたことから、ハイブリッド車「インサイト」、コンパクトカー「フィット」、ミニバン「フリード」を中心に

販売は順調に推移いたしました。その結果、販売台数は603台（前年同四半期比23.3％増）、売上高は11億５百万

円（前年同四半期比29.3％増）となりました。 

中古車販売部門につきましては、高年式車など販売単価の高い中古車両を中心に前述のエコカー減税及び新車購

入補助金により購入し易くなった新車との競合が大幅に増えるなど、その影響は大きな逆風となり、販売台数及び

１台当たりの販売単価ともに落ち込みました。その結果、販売台数は301台（内訳：小売台数160台、卸売台数141

台  前年同四半期比22.4％減）、売上高は１億39百万円（前年同四半期比15.5％減）となりました。 

サービス部門につきましては、車両保有年数の長期化に伴い、車検・12か月点検など整備業務の機会が増えてい

ることから、引き続き管理ユーザーに対するこれら整備業務の取り込みの向上を図り、用品などの販売もより積極

的に行いました。その結果、売上高は３億34百万円（前年同四半期比3.1％増）となりました。 

その他の部門につきましては、自動車任意保険などの保険取扱い手数料、登録受取手数料は前連結会計期間に引

き続き増加いたしました。また、メーカー政策の低金利ローンが前連結会計期間末で終了したことにより競合が解

消された割賦販売手数料も増加に転じました。その結果、売上高は１億15百万円（前年同四半期比25.3％増）とな

りました。 

以上の結果、当社グループの売上高は16億95百万円（前年同四半期比18.0％増）となりました。 

損益につきましては、収益面では中古車部門を除く３部門で売上高が前年同四半期を上回りました。経費面では

引き続き経費削減に取り組み、また、前期発生した店舗開設に伴う経費が当期は発生しないことなどもあり前年同

四半期を下回りました。その結果、営業利益は１億９百万円（前年同四半期比178.1％増）、経常利益は１億４百

万円（前年同四半期比246.7％増）、四半期純利益は59百万円（前年同四半期比296.6％増）となりました。 
  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当第２四半

期連結会計期間末には８億84百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果獲得した資金は２億73百万円（前年同四半期は97百万円の獲

得）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益１億４百万円から主に減価償却費28百万円、賞与引当金

の減少22百万円、売上債権の増加12百万円、棚卸資産の減少39百万円、仕入債務の増加１億９百万円、その他資産

の減少１億４百万円、その他負債の減少69百万円及び法人税等支払額12百万円等を調整したものです。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間において投資活動の結果獲得した資金は４百万円（前年同四半期は50百万円の使用）

となりました。これは主に貸付金の回収による収入２百万円、差入保証金返還による収入２百万円によるもので

す。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は35百万円（前年同四半期は３百万円の獲得）

となりました。これは借入金の返済による支出20百万円、社債の償還による支出15百万円によるものです。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  16,920,000

計  16,920,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  4,830,000  4,830,000 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式。単元株式数は

1,000株であります。 

計  4,830,000  4,830,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株）  

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日  
 －  4,830,000  －  210,300  －  199,711
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①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式800株が含まれております。 

  

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

齋藤 國春 千葉県松戸市  1,865  38.61

あいおい損害保険株式会社  

（常任代理人 日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社） 

東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号  

（東京都港区浜松町二丁目11番３号） 
 225  4.66

日本興亜損害保険株式会社  東京都千代田区霞が関三丁目７番３号   225  4.66

株式会社しんあいコーポレーション 東京都渋谷区代々木四丁目31番地６   225  4.66

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内二丁目７番１号   150  3.11

林  未香  千葉県松戸市   100  2.07

稲田 麻衣子  千葉県松戸市   100  2.07

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目９番１号   99  2.05

東葛ホールディングス従業員持株会 
千葉県松戸市小金きよしケ丘三丁目21番地

の１ 株式会社東葛ホールディングス内  
 96  1.99

株式会社千葉銀行  千葉市中央区千葉港１番２号   75  1.55

計 －  3,160  65.42

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  4,828,000  4,828

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式。単元

株式数は1,000株であります。 

単元未満株式  普通株式  2,000 － － 

発行済株式総数    4,830,000 － － 

総株主の議決権 －  4,828 － 
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②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  172  167  181  214  213  196

最低（円）  143  162  168  179  186  185

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期

連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日か

ら平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２

四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、公認会

計士山本英男氏並びに公認会計士小林祥郎氏による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 884,654 669,034

受取手形及び売掛金 ※3  2,597,404 ※3  2,556,020

商品及び製品 158,965 210,371

その他 167,573 298,295

流動資産合計 3,808,599 3,733,721

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  396,438 ※1  413,630

機械装置及び運搬具（純額） ※1  140,146 ※1  170,950

土地 1,689,171 1,689,171

その他（純額） ※1  14,440 ※1  17,766

有形固定資産合計 2,240,197 2,291,519

無形固定資産 15,815 13,249

投資その他の資産 ※2  587,024 ※2  589,301

固定資産合計 2,843,037 2,894,070

繰延資産 20,143 23,021

資産合計 6,671,780 6,650,813

負債の部   

流動負債   

買掛金 459,609 383,632

短期借入金 2,788,142 2,795,151

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

1年内返済予定の長期借入金 28,680 36,224

未払法人税等 51,257 4,702

引当金 35,584 39,895

その他 306,111 335,233

流動負債合計 3,699,384 3,624,839

固定負債   

社債 75,000 90,000

長期借入金 81,470 162,992

退職給付引当金 18,905 17,452

役員退職慰労引当金 195,381 193,776

その他 210,273 208,292

固定負債合計 581,030 672,514

負債合計 4,280,415 4,297,354
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 210,300 210,300

資本剰余金 199,711 199,711

利益剰余金 1,981,678 1,943,773

自己株式 △325 △325

株主資本合計 2,391,365 2,353,459

純資産合計 2,391,365 2,353,459

負債純資産合計 6,671,780 6,650,813
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 2,814,982 3,165,892

売上原価 2,146,750 2,412,201

売上総利益 668,232 753,691

販売費及び一般管理費 ※1  594,193 ※1  586,736

営業利益 74,038 166,954

営業外収益   

受取利息 1,230 1,263

還付加算金 － 1,364

その他 2,548 3,026

営業外収益合計 3,778 5,655

営業外費用   

支払利息 18,870 14,449

開業費償却 2,877 2,877

その他 256 579

営業外費用合計 22,004 17,906

経常利益 55,812 154,703

特別損失   

固定資産処分損 － 199

特別損失合計 － 199

税金等調整前四半期純利益 55,812 154,504

法人税等 26,685 68,306

四半期純利益 29,127 86,197
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 1,437,114 1,695,499

売上原価 1,096,028 1,297,188

売上総利益 341,086 398,310

販売費及び一般管理費 ※1  301,730 ※1  288,880

営業利益 39,355 109,430

営業外収益   

受取利息 674 640

受取保険金 － 1,038

還付加算金 － 1,364

その他 1,450 872

営業外収益合計 2,124 3,915

営業外費用   

支払利息 9,815 7,101

開業費償却 1,438 1,438

その他 89 316

営業外費用合計 11,343 8,857

経常利益 30,136 104,488

特別損失   

固定資産処分損 － 199

特別損失合計 － 199

税金等調整前四半期純利益 30,136 104,289

法人税等 15,223 45,142

四半期純利益 14,912 59,147
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 55,812 154,504

減価償却費 50,613 55,891

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,514 △4,310

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,328 1,452

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,471 4,479

役員退職慰労金 － △2,874

受取利息及び受取配当金 △1,230 △1,259

支払利息 18,870 14,449

固定資産処分損益（△は益） － 199

売上債権の増減額（△は増加） △41,657 △20,687

たな卸資産の増減額（△は増加） 122,230 50,014

仕入債務の増減額（△は減少） △278,538 75,976

開業費償却額 2,877 2,877

差入保証金償却額 3,199 3,199

その他の資産の増減額（△は増加） 56,801 115,788

その他の負債の増減額（△は減少） △97,387 △47,641

小計 △99,751 402,060

利息及び配当金の受取額 57 21

利息の支払額 △19,157 △14,685

法人税等の支払額 △138,862 △16,702

営業活動によるキャッシュ・フロー △257,713 370,693

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △75,768 △3,314

貸付けによる支出 △20,647 －

貸付金の回収による収入 5,092 5,364

差入保証金の差入による支出 △2,008 －

差入保証金の回収による収入 － 2,245

投資活動によるキャッシュ・フロー △93,332 4,295

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △31,529 △7,009

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △14,697 △89,067

社債の償還による支出 △15,000 △15,000

配当金の支払額 △48,292 △48,292

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,518 △159,368

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △360,565 215,620

現金及び現金同等物の期首残高 807,928 669,034

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  447,363 ※  884,654
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当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年９月30日）  

該当事項はありません。 

  

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末決算において算定した貸倒実績率等の合理

的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。  

２．棚卸資産の評価方法  四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定

しております。  

また、棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであり

ます。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 522,279千円 

機械装置及び運搬具 198,150千円 

その他 65,176千円 

計 785,607千円 

建物及び構築物 503,667千円 

機械装置及び運搬具 190,954千円 

その他 66,563千円 

計 761,184千円 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

投資その他の資産 9,000千円 投資その他の資産 9,000千円 

※３ 割賦販売によって顧客に販売した自動車にかかる割

賦債権については、株式会社オリエントコーポレーシ

ョンに集金業務を委託するとともに、同社による支払

保証を受けております。なお、当該割賦債権の代金回

収予定額の約束手形を同社から受領しており、当該受

取手形2,441,142千円が受取手形及び売掛金勘定に含

まれております。又、このうち、574,273千円につい

ては、株式会社オリエントコーポレーションが顧客に

対して有する求償権に対し、当社が顧客のために、支

払いを再保証しています。 

※３ 割賦販売によって顧客に販売した自動車にかかる割

賦債権については、株式会社オリエントコーポレーシ

ョンに集金業務を委託するとともに、同社による支払

保証を受けております。なお、当該割賦債権の代金回

収予定額の約束手形を同社から受領しており、当該受

取手形2,448,151千円が受取手形及び売掛金勘定に含

まれております。又、このうち、538,164千円につい

ては、株式会社オリエントコーポレーションが顧客に

対して有する求償権に対し、当社が顧客のために、支

払いを再保証しています。 

 ４ 偶発債務 

   次の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

 保証先  金額 内容 

株式会社ホンダカーズ東葛 千円200,000 借入債務

株式会社ティーエスシー 千円82,150 借入債務

 ４ 偶発債務 

   次の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

 保証先  金額 内容 

株式会社ホンダカーズ東葛 千円 200,000 借入債務

株式会社ティーエスシー 千円 89,290 借入債務

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料及び手当 164,966千円 

賞与引当金繰入額 25,140千円 

役員退職慰労引当金繰入額 4,471千円 

減価償却費 47,443千円 

賃借料 77,233千円 

宣伝広告費 49,136千円 

給料及び手当 175,405千円 

賞与引当金繰入額 18,505千円 

役員退職慰労引当金繰入額 4,391千円 

減価償却費 52,911千円 

賃借料 82,108千円 

宣伝広告費 50,407千円 
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平

成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式       4,830,000株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式          800株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料及び手当 80,637千円 

賞与引当金繰入額 13,887千円 

役員退職慰労引当金繰入額 2,235千円 

減価償却費 25,257千円 

賃借料 39,886千円 

宣伝広告費 27,418千円 

給料及び手当 88,251千円 

賞与引当金繰入額 8,972千円 

役員退職慰労引当金繰入額 2,156千円 

減価償却費 26,868千円 

賃借料 40,428千円 

宣伝広告費 26,926千円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在） 

  

  （千円）

現金及び預金勘定  447,363

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物  447,363

  （千円）

現金及び預金勘定  884,654

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物  884,654

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  48,292  10 平成21年３月31日 平成21年６月26日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日 至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日  至平成20

年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日）  

自動車販売関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
   

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日 至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日  至平成20

年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日 至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日  至平成20

年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）  

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）  

当社グループは、デリバティブ取引は、全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 495.18円 １株当たり純資産額 487.33円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 6.03円 １株当たり四半期純利益金額 17.84円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  29,127  86,197

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  29,127  86,197

期中平均株式数（株）  4,829,200  4,829,200

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 3.08円 １株当たり四半期純利益金額 12.24円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  14,912  59,147

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  14,912  59,147

期中平均株式数（株）  4,829,200  4,829,200

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月９日

株式会社東葛ホールディングス 

取締役会 御中 

  山本公認会計士事務所   

  公認会計士 山本 英男  印  

  小林祥郎公認会計士事務所   

  公認会計士 小林 祥郎  印  

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東葛ホール

ディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日

から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四

半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東葛ホールディングス及び連結子会社の平成20年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月８日

株式会社東葛ホールディングス 

取締役会 御中 

  山本公認会計士事務所   

  公認会計士 山本 英男  印  

  小林祥郎公認会計士事務所   

  公認会計士 小林 祥郎  印  

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東葛ホール

ディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四

半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東葛ホールディングス及び連結子会社の平成21年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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